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１．地域の概要
（１）位置、地形、地質

◎本地区の位置する沖永良部島は、鹿児島市から南へ約552kmの海域にある周囲約55.8km、
面積93.65㎢の離島。島内の自治体は和泊町と知名町の２町。

◎島の大半は琉球石灰岩に覆われた隆起珊瑚礁で形成。
島の中央部の越山(標高189m)と西部の大山(標高240ｍ)から海岸線に向かって緩やかな傾斜
が続く地形。

1

沖永良部島

知名町
和泊町

約552km

▲大山
240ｍ

位置図

・南西諸島に広く分布する
石灰岩の地層。

・多孔質で透水性がよく、
地下水の良好な帯水層を
持つ。

琉球石灰岩

隆起珊瑚礁の平坦な島

知名町

和泊町
鹿児島

沖永良部島

▲越山
189ｍ
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（２）営農状況

◎沖永良部島（以下「本地域」という。）の農業は、基幹作物のさとうきび、ばれいしょに
加え、スプレイぎく、ソリダゴ、ゆり等の多彩な花き栽培が盛んに行われている。

スプレイぎく

ソリダゴ

ばれいしょさとうきび

2

さといも

さとうきび

48%
ばれいしょ

29%

その他野菜

4%

花き

4% 飼料作物

13%

その他

2%

作付面積の構成比(R2年) [2020年]

さとうきび

20%

ばれいしょ

37%その他野菜

3%

花き

22%

肉用牛

16%

その他

2%

農業産出額の構成比(R2年) [2020年]

本地域の主な作目

資料：鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」

ゆり
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（３）水利状況

◎沖永良部島には、二級河川余多川、石橋川、奥川があるが、安定した水量はない。
また、島内には100箇所以上のため池があるが、干ばつ時には用水が不足しており、農作物に
大きな被害も生じている。

3

【平成25年[2013年]干ばつ】
気象庁（沖永良部特別地域

気象観測所(S51年[1976年]～
R3年[2021年])の観測記録史上、
7月の降水量が過去最低の降水
量（1mm）を記録。

8月・9月も平年を大きく下
回る渇水であった。

枯れたさとうきび
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資料：気象庁
（平年値はH3年[1991年]～R2年[2020年]の平均）

なお、観測地点は沖永良部特別地域気象観測所

平成25年[2013年]の降水量

干し上がったため池
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資料：鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」

（億円）

10年間で最少

ひび割れ さといもの被害

河川・ため池位置図

ため池

河 川

平成25年［2013年］の被害状況

（mm）

奥川（干天が続くと涸れる）
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（４）台風被害

◎沖永良部島は台風の常襲地帯であり、直近30カ年（平成4年[1992年]～令和3年[2021年]）に
接近した台風は129個(年平均4.3個)で、梅雨明け後の7月～10月に多い。

◎台風の経路や風の強さにより潮風害が生じ、作物の倒伏や茎葉の折損や海水の付着による枯死
等の生育阻害及び品質低下の被害を招いている。
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の月別台風接近数

資料：気象庁（奄美市名瀬から300km以内を通過した台風の数）

H30.9.29台風24号
（さとうきび被害）

H23.5.27台風2号
（スプレイぎく被害）

【台風による被害状況】 【防風対策】

防風ネット 平張施設

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

80
0 0 1

1,103

374

169

281

6 7 26

418

0
45

0

過去15年間（H19年[2007年]～R3年[2021年]）

の台風等による農産物被害額（沖永良部島）

資料：鹿児島県大島支庁「奄美群島の概況」

（百万円）
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（１）事業の目的・内容

◎本事業により、地下ダムを築造するとともに揚水機場、用水路等の基幹施を整備し、併せて
関連事業により末端かんがい施設の整備及び区画整理を実施することによって安定的な用水
の確保を図り、農業生産性の向上と農業経営の安定を図る。

5

ダ
ム
の
地
下
水 地下ダム（止水壁）

取水施設（集水井）
揚水機場

用水路

ほ 場

ファームポンド大山吐水槽

２．事業の概要

地下ダム止水壁工事

集水井 余多揚水機場

大山吐水槽 越山ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ

関 係 市 町 村 : 大島郡和泊町、知名町
受 益 面 積：1,497ha（畑1,497ha）
主要工事計画：地下ダム１箇所、揚水機場１箇所、用水路44.1km
国営総事業費：現計画32,000百万円 （令和３年度[2021年度]時点 35,015百万円）
工 期：平成19年度[2007年度]～令和７年度[2025年度]予定

沖永良部地区の事業イメージ（地下ダムからの水の流れ）
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沖永良部高校

沖永良部地下ダム
（地下水を貯める）

余多揚水機場
（用水を押し上げる）

大山吐水槽
（用水を分配する）

下城ファームポンド
（用水を貯留する）

F

F

T

しゅうすいせい

あまた

地下ダム止水壁工事

集水井
（地下水をくみ上げる）

越山ファームポンド
（用水を貯留する）

6（２）施設位置図
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7（３）地下ダムのしくみ

琉球石灰岩

地中に地下ダム（止水壁）を造り、地下水をせき止め、貯め
た地下水を汲み上げて農業用水に利用。

集水ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

RCセグメント

約50 m

約40 m

3.5 m
地表面

約50 m

集水井イメージ図

止水壁は左図のような手順によ
り、琉球石灰岩とセメント等を地下
で混合撹拌し築造。

（参考） 止水壁の施工概念図

ケーシング削孔工

先行削孔工

三軸削孔工

排土工

しゅうすいせい

集水井 揚水機場

吐水槽

しゅうすいせい

（体積の7.5％が隙間）

雨は、琉球石灰岩でできた地中に浸透し、地下水となり海へ

地下ダム（止水壁）
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◎令和３年度[2021年度]までの進捗率は、事業費ベースで9４％となっている。
地下ダム、揚水機場、用水路などの主要施設は概ね完成し、平成26年度[2014年度]からは
一部通水を開始している。

地区名 総事業費
（百万円）

R3まで
(百万円)

進捗率

沖永良部 35,015 32,970 94%

8３．事業の進捗状況
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◎実証ほでの畑かん効果の検証や畑かんマイスターによる畑かん営農指導の動画配信（畑かん営農チャンネル）なども

行われている。

9４．関連事業の進捗状況

実証ほにおけるスプリ
ンクラー散水状況

注：「畑かんマイスター」は、畑かん営農を先駆的に実践している農業者等に「沖永良部島畑地かんがい営農推進協議会」が委嘱。

関連事業 計画地区数 完了地区 実施中地区

県営畑地帯総合整備事業
（畑地かんがい施設整備）

２０ １１ ９

県営畑地帯総合整備事業
（区画整理）

１６ １６ (なし)
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５．農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化
（１）地域産業の動向

１）総人口

◎本地域の人口は、平成17年[2005年]のから令和２年[2020年]の15年間に14,551人から
11,996人と18％減少。
減少率は鹿児島県の9％及び全国の1％に比べて大きい。

10

資料：総務省「国勢調査」
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２）産業別就業人口

◎本地域の就業人口は、平成17年[2005年]のから令和２年[2020年]の15年間に7,325人から
6,483人と11％減少。
令和２年[2020年]において第一次産業の就業人口が占める割合は30％で、鹿児島県の8％
及び全国の3％に比べて高い。

資料：総務省「国勢調査」

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

2,966 2,381 2,222 1,963 

16,065 
14,123 13,921 13,259 

42,475 
43,107 42,776 42,421 

全 国（千人）

(100)

61,506
(97)

59,611

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

94 78 70 61 

172 
146 144 139 

544 
553 540 

538 

鹿児島県

第一次産業 第二次産業 第三次産業

（千人）

(100)

810
(96)

777

8％

19％

73％

(93)

754

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

2,471 2,249 2,021 1,918 

1,114 
903 

849 
715 

3,740 
3,794 

3,813 
3,850 

本地域

(100)

7,325

(95)

6,946

30％

11％

59％

(91)

6,683

（人）

11

(96)

58,919

3％

23％

74％

11％減 9％減 6％減

6,483

(89)
738

(91)

57,643

(94)

グラフの上の（ ）は平成17年[2005年]を100とする指数

資料5-3-11



３）産業別生産額

◎本地域の産業別生産額は、平成17年[2005年]のから令和元年[2019年]の14年間に435億円
から412億円と5％減少。
本地域の令和元年[2019年]における第一次産業が占める割合は13％で、鹿児島県の4％及び
全国の1％に比べて高い。

資料：鹿児島県「市町村民所得推計」「県民経済計算統計」、内閣府「国民経済計算確報」
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（２）社会資本の整備
13

◎島外との交通路は、航路として和泊港と知名港、空路として沖永良部空港が整備されている。
生産される農産物は、主にフェリーを利用して鹿児島県本土に荷揚げされ、全国へ出荷。

出典：JAあまみ・花き専門農協聞き取り

中京 関東

5 割 5 割

【主な農産物の出荷先（出荷量ベース）】

4 割 2 割 4 割

関西 九州他

3 割 3 割 4 割ばれいしょ

さ と い も

花 き

主要地方道

一 般 県 道

道　　路　　凡　　例
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（３）地域農業の動向

１）地域農業の状況

◎本地域は、主要作物の作付面積の全国順位が高い鹿児島県において、耕地面積のシェアは4％で
あるが、主要作物の作付面積の県内シェアは、ソリダゴ77％、ゆり59％、スプレイぎく42％、
ばれいしょ28％、さといも16％であり、本地域は花きと野菜の一大産地である。

4%

96%

耕地面積

（R2年[2020年])

鹿児島県
114,800ha

本地域
4,440ha

県内他地域
110,360ha

18%

82%

さとうきび

鹿児島県
9,600ha

本地域
1,682ha

県内他地域
7,918ha

28%

72%

ばれいしょ

鹿児島県
4,270ha

本地域
1,195ha

県内他地域
3,075ha

16%

84%

さといも

鹿児島県
525ha

本地域
82ha

県内他地域
443ha

主要作物の作付面積の県内シェア（R2年[2020年])

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」「野菜生産出荷統計」「花き生産出荷統計」、鹿児島県「かごしまの農業2022」
鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」

※ 本資料においては、テッポウユリ、オリエンタルリリー等のゆり類を総称して「ゆり」とした。

鹿児島県：全国２位 鹿児島県：全国２位 鹿児島県：全国５位

42%
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59%

41%

ゆ り
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77%
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ソリダゴ
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39ha
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30ha県内他地域

9ha

鹿児島県：全国２位 鹿児島県：全国６位 鹿児島県：全国１位

14

＜かごしまブランド産地指定品目＞
ばれいしょ

（H7[1995]産地指定）
えらぶゆり

（H25[2013]産地指定）
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２）耕地面積

◎本地域の耕地面積は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の15年間に4,550haから4,440ha
と2％減少。
減少率は鹿児島県の8％及び全国の7％に比べて小さい。

資料：「鹿児島農林水産統計年報」「九州農林水産統計年報」、農林水産省「耕地及び作付面積統計」
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３）農業産出額

◎本地域の農業産出額は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の15年間に9,536百万円
から11,402百万円と20％増加。

◎品目別で割合を見ると、令和２年[2020年]では野菜が40％、工芸作物（主にさとうきび）
が21％、花きが22％、畜産が16％を占めている。

資料：鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」、農林水産省「生産農業所得統計」

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

2,514 
3,221 3,516 

4,541 

1,214 

2,213 
2,167 

2,417 4,352 

4,056 3,796 

2,555 
1,326 

989 
1,643 1,799 

130 

193 

129 90 

本地域（百万円）

(100)

9,536

(112)

10,672

(118)
11,251

40％

21％

22％

16％

1％

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

716 811 797 867 

402 364 267 270 
177 149 

136 113 

2,386 2,271 
2,837 

3,120 

487 
416 

398 

402 

鹿児島県

野菜 工芸作物 花き 畜産 その他

（億円）

(100)

4,168
(96)

4,011

(106)
4,435

18％

6％

2％

65％

9％

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H17年

［2005年］

H22年

［2010年］

H27年

［2015年］

R2年

［2020年］

22,343 24,556 26,177 24,890 

3,027 
2,143 1,862 1,533 4,043 
3,512 3,529 

3,080 

25,057 25,525 
31,179 32,372 

30,649 25,478 

25,232 27,495 

全 国（億円）
(100)

85,119 (95)

81,214

(103)

87,979

28％

2％

3％

36％

31％

グラフの上の（ ）は平成17年[2005年]を100とする指数

16

(120)

11,402

(114)
4,772

(105)

89,370

20％増

資料5-3-16



①農業経営体数

◎本地域の農業経営体数は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の15年間に1,715経営体
から1,335経営体と22％減少。
減少率は鹿児島県の47％及び全国の46％に比べて小さい。

グラフの上の（ ）は平成17年[2005年]を100とする指数

資料：農林水産省「農林業センサス」

４）農業経営体数及び経営規模別経営体数
17
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②経営耕地面積規模別経営体数

◎本地域の経営耕地面積3.0ha以上の農業経営体数は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の
15年間に342経営体から411経営体と20％増加。
増加率は鹿児島県の1％及び全国の△11％を上回っている。

資料：農林水産省「農林業センサス」
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資料：鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」、鹿児島県及び全国は農林水産省HP（農業経営改善計画の認定状況）
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①認定農業者数

◎本地域の認定農業者数は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の15年間に540経営体
から394経営体と27％減少。鹿児島県は４％増、全国は13％増となっている。

◎農業経営体数に占める認定農業者数の割合は30％で、鹿児島県の26％及び全国の21％を
上回っている。

19５）担い手の確保及び農地の集積

<30%>

<26%>

グラフの上の（ ）は平成17年[2005年]を100とする指数。
グラフ内の< >は農業経営体数に占める認定農業者数の割合。
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資料：鹿児島県大島支庁「奄美群島の概況」

專 作 経 営
複合経営 計

【本地域における認定農業者の営農類型別経営体数（令和元年[2019年]）】

27％減
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◎本地域の法人経営体数は、平成17年[2005年] から令和２年[2020年]の15年間に10経営体から
26経営体に160％増加。
増加率は鹿児島県の35％及び全国の60％を大きく上回っている。

資料：農林水産省「農林業センサス」

②法人経営体数
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③新規就農者数
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◎本地域の新規就農者数は、平成17年[2005年]から令和２年[2020年]にかけて、毎年10人程度
が就農している。

資料：鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」

21

④担い手への農地集積率（令和２年度[2020年度]）

◎本地域の担い手への農地集積率は77％で、鹿児島県の44％及び全国の58％を大きく上回って
いる。
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77%

44%

58%

担い手への
集積面積

耕地面積 集積率

本 地 域 3,410ha 4,440ha 77％

鹿児島県 50,042ha 114,800ha 44％

全 国 2,535千ha 4,372千ha 58％

資料：鹿児島県HP（担い手への農地集積の状況：R3.3[2021.3]時点）

※担い手とは、認定農業者（法人を含む）、集落営
農、認定新規就農者等の今後の地域農業を担う経
営体。また、集積面積は、担い手が所有権、利用
権、作業受託により経営する面積。
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◎地域で収穫された農産物は、島内各地の農産物直売所でも販売されている。
また、農作業の体験・宿泊ができる農家民泊及び農産物の加工・販売にも取り組んでいる。

【ほおらしゃ市】

【ゆうゆう市】
【あぐの広場】

【ファングル市】

22６）地域農業の活性化

資料：鹿児島県HP（グリーン・ツーリズム データーベース）等をもとに作成

【日の出市場】
農産物直売所

農家民泊

①６次産業化への取組み

【ブルー・オーシャン】

【菜の花】

【くぶざと】農産物加工施設

【和泊町農産物加工センター】

【知名町農村婦
人センター】

【えらぶ特産品加工場】

【まごころ製糖】
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②多面的機能支払交付金による活動

資料：鹿児島県水土里サークル活動支援協議会HPより

◎本地域では、多面的機能支払交付金により、現在40組織で農地・水・環境の保全活動に取り組
んでおり、水路や農道等の管理を行っている。
また、知名町は平成28年[2016年]12月に県内初の全町広域組織「多面的機能支払交付金知名町広
域協定」を発足し、町全体における活動の活発化と効率化を図っている。

23

【活動組織の概要】

畑法面の草刈り 水路の泥上げ

【対象農用地面積に対する農地維持支払の取組面積の比率（カバー率）】

本地域：鹿児島県水土里サークル活動支援協議会HP
鹿児島県、全国：令和元年度多面的機能支払交付金の実施状況（農林水産省農村振興局）より

（単位：ha）

取組面積

（畑）

Ａ

対象農用地

面積（畑）

Ｂ

カバー率

Ａ/Ｂ

本 地 域 2,984 4,470 67%

鹿児島県 26,034 65,400 40%

全　　国 539,633 1,217,300 44%
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本地域 鹿児島県 全国

67%

40%
44%

協定農用地面積

畑 水　路 農　道 ため池

(a) (km) (km) (箇所)

国頭の環境を守る会など２１組織 161,365 85.2 65.9 72

うち受益地がある　７組織 73,837 38.1 32.4 44

田皆環境保全対策向上支援隊など１９組織 137,018 139.6 207.3 36

うち受益地がある　１２組織 93,242 112.6 145.0 24

田皆環境保全対策向上支援隊など４０組織 298,383 224.8 273.2 108

うち受益地がある　１９組織 167,079 150.7 177.4 68
計

町 名 活動組織名

農業用施設

和泊町

知名町

南海日日新聞（平成28年12月3日）
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③農産物の販路拡大

24

◎和泊町と鹿児島銀行は、令和２年[2020年]３月に地域創生に関する相互協力及び連携に関す
る協定を締結し、鹿児島銀行のネットワークを活用した沖永良部産農産物の沖縄・東南アジ
アへの販路開拓を目指している。

南海日日新聞（令和２年３月27日）
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（４）社会経済情勢のまとめ
25

１）本地域は、第１次産業の就業人口や生産額の占める割合が鹿児島県や全国に比
べて高く、農業は地域の基幹産業となっている。

２）本地域の農業は、大都市市場から遠く、かつ離島という厳しい立地にあるもの
の、亜熱帯海洋性の温暖な気候を活かして、さとうきびや野菜、花き、肉用牛
等を組み合わせた営農が展開され、鹿児島県の中でも有数の農業地帯となって
いる。

３）農業経営体数は減少しているものの、耕地面積は概ね維持されており、経営規
模は拡大傾向にある。また、担い手への農地集積率は約８割まで進んできてい
る。

４）地域農業の活性化への取組みとして、地元農産物の直売所での販売や民泊、加
工品の開発等の６次産業化、多面的機能支払交付金を活用した農地・水・環境
の保全活動、地元での畑かん事業への理解醸成など、様々な取組みが行われて
いる。

以上のように、本地域は、農業が基幹産業となっており、離島にありながら

も多様な農産物による畑作農業が展開され、鹿児島県の中でも有数の農業地帯

となっている。また、農地の集積を進めながら、６次産業化等による地域農業

の活性化にも取組んでいる。
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６．事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無
26

区 分
計 画

（H19年）
[2007年]

現時点
（R3年）
[2021年]

変更の
必要性

備 考

１．受益面積 1,497ha 1,485ha 無
減12ha
計画比0.8%＜5%

２．主要工事計画

1)地下ダム 1箇所 1箇所 無

2)揚水機場 1箇所 1箇所 無

3)用水路 44.1km 44.1km 無

３．総事業費 32,000百万円 35,015百万円 無
物価変動を除く増
286百万円
計画比0.9%＜±10%

◎受益面積、主要工事計画、総事業費について、事業計画の見直しが必要な変動は生じていない。

注）受益面積の減12haは、関係町農業委員会による国営受益地の転用面積の集計である。
主な転用理由は、農業用の資材倉庫やトラクター倉庫、牛舎増築、サトウキビ調苗作業場等の農業関連によるものである。
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７．費用対効果分析の基礎となる要因の変化

（１）農業振興計画

27

◎平成26年度[2014年度]より一部通水が開始されることを受け、本地域内の行政機関と農業団体で
構成される沖永良部島畑地かんがい営農推進協議会においては、将来の水利用による営農活動の
方向性を示した「沖永良部島畑地かんがい営農ビジョン」(目標年度：令和５年度[2023年度])を
平成26年[2014年]２月に策定。

「沖永良部島畑地かんがい営農ビジョン」
（平成26年[2014年]2月）

「農業生産20年計画書」
（平成15年[2003年]9月）

①高収益農業の推進
②望ましい経営体の育成
③生産組織の育成と経営の効率化

①畑かん営農への理解促進
②畑かん営農を推進する経営体の育成
③畑かんを活用した多様な産地の育成
④環境と調和した農業の取組み

「鹿児島農業・農村ビジョン２１」
（平成13年[2001年]3月）

①豊かな生活を創る農畜産物の生産
②安心・安全な食の供給
③農を育む人と土地の構築
④農の発展を支える技術と支援
⑤新しい農村社会の創造

①県民の農業及び農村に対する理解促進
②食育及び地産地消の推進
③安全で安心な農畜産物の安定供給
④担い手の確保・育成
⑤農地利用、基盤整備等の促進
⑥生産振興、生産性の向上、販売・流通の促進
⑦農業災害の防止、農村の振興

「かごしま食と農の県民条例に基づく基本方針」
（令和2年[2020年]12月）

鹿
児
島
県

本

地

域

【現計画の基礎となった農業振興計画】 【現在の農業振興計画】

農業振興計画の見直し状況
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１）単位当たり収量の変化

28

◎単位当たり（10ａ当たり）収量は、気象的要因等により変動するが、現計画策定時に比べ
て、さとうきび、さといも、スプレイぎく、ゆりが増加、ばれいしょが減少。

0

20

40

60

80

100

120

さとうきび(夏植) さとうきび(春植) さとうきび(株出) ばれいしょ さといも スプレイぎく ゆり

100 100 100 100 100 100 100

114
123

112

93

111 114

103

現計画策定時５ヶ年平均（H12年［2000年］～H16年［2004年］） 今回再評価時５ヶ年平均（H28年［2016年］～R2年［2020年］）

(％)

1,420
kg 1,315

kg

764
kg

846
kg 39,656

本

45,234
本

6,600
kg

7,534
kg

グラフの頭の数値は現計画策定時５ヶ年平均を100とした指数

資料：現計画策定時：各作物は鹿児島農林水産統計協会「市町村別統計書」より
今回再評価時：さとうきびは鹿児島県農政部「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」、野菜及び花きは鹿児島県大島支庁「奄美農林水
産業の動向」より

（２）農産物等の動向

4,047
kg

4,965
kg

4,386
kg

4,910
kg

31,090
本

32,000
本

14％増
23％増

12％増
7％減 11％増

14％増
3％増
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２）農産物価格の変化

29

◎農産物価格は、市場の需給動向等により変動するが、現計画策定時に比べて、さとうきび、
ばれいしょ、さといもが上がり、ゆりは下がっている。

0

20

40

60

80

100

120

140

さとうきび ばれいしょ さといも スプレイぎく ゆり

100 100 100 100 100
111

120

102 100
90

現計画策定時５ヶ年平均（H12年［2000年］～H16年［2004年］） 今回再評価時５ヶ年平均（H28年［2016年］～R2年［2020年］）

28
円/本 76

円/本

(％)

113
円/kg

136
円/kg

308
円/kg

315
円/kg

28
円/本

20.41
円/kg

22.66
円/kg

84
円/本

グラフの頭の数値は現計画策定時５ヶ年平均を100とした指数

資料：現計画策定時：さとうきび及びゆりは鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」、野菜はJA和泊町・JA知名町販売実績、
スプレイぎくは沖永良部花き流通センター販売実績より
今回再評価時：さとうきび及びゆりは鹿児島県大島支庁「奄美農林水産業の動向」、野菜はJAあまみ和泊・知名事業本部販売実績、
スプレイぎくは沖永良部花き専門農協販売実績より

11％増
20％増

2％増 増減なし
10％減
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（３）効果項目

１）見込まれる事業効果

30

◆ 畑地かんがいによる作物生産量の増減
（2,964百万円）

◆ 畑地かんがいによる作物品質の向上
（90百万円）

◆ 施設の新設による維持管理費の増加
（△86百万円）

◆ パイプライン道路下埋設に伴う農道機能の維持
（10百万円）

◆ パイプライン道路下埋設に伴う一般道路機能の維持
（24百万円）

◆ 区画整理に伴う地籍調査費用の節減
（1百万円）

◆ 施設の新設に伴う防火用水施設設置費用の軽減
（18百万円）

◆ 事業実施による国産農産物の安定供給への寄与
（206百万円）

農業生産向上効果

農業経営向上効果

生産基盤保全効果

地域資産保全・向上効果

景観保全効果

その他の効果

作物生産効果

品質向上効果

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

更新効果

公共施設保全効果

地域用水効果

地籍確定効果

水辺環境整備効果

国産農産物安定供給効果

◆ 区画整理及び畑地かんがいによる営農経費の節減
（654百万円）

◆ 区画整理に伴う海域への環境負荷の軽減
（30百万円）

（3,054百万円）

（568百万円）

（10百万円）

（43百万円）

（30百万円）

（206百万円）

年効果額合計：3,911百万円
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２）作物生産効果
31

さとうきび

35%

493ha

野菜他

34%

464ha

花き

8%

115ha

飼料作物

23%

324ha

さとうきび

24%

389ha

野菜他

40%

668ha

花き

24%

390ha

飼料作物

12%

203ha

◎畑地かんがいにより、単収の増加及び基幹作物等からより収益性の高い作物（野菜、花き）へ
の転換が図られる効果。

※ 年効果額 2,964百万円：効果発生面積×単収増×作物単価×純益率

【本地区の土地利用計画】

事業実施前
1,396ha

事業実施後
の目標
1,650ha

0

50

100

150

200

さとうきび ばれいしょ さといも スプレイぎく

151
126

147
122

畑かんにより見込まれる増収率（事業実施前を100とした指数）

(％)

※本地区及び近傍国営事業地区の営農実証ほ試験データをもとに設定

資料：「国営沖永良部土地改良事業計画書」
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３）品質向上効果
32

◎畑地かんがいにより、作物の規格・等級が向上し、作物単価が向上する効果。

※ 年効果額 90百万円：効果発生面積×計画単収×単価上昇額

90

100

110

120

130

ばれいしょ さといも スプレイぎく グラジオラス

104
106 105

116

畑かんにより見込まれる単価上昇率（事業実施前を100とした指数）
(％)

【本地区の営農実証ほの事例（さといも）】

畑かんにより、
単価の高い２Ｌ
の割合が増加

※本地区及び近傍国営事業地区の営農実証ほ試験データをもとに設定

２Ｌ Ｌ Ｍ Ｓ ２Ｓ

２Ｌ Ｌ Ｍ Ｓ ２Ｓ

無

か

ん

水

か

ん

水

（参考）
規格等級別単価 480円/kg 446円/kg 335円/kg 232円/kg 166円/kg

注：左記の規格等級別単価は
令和2年度の２町平均

無かん水 かん水
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

現況 計画 現況 計画 現況 計画 現況 計画 現況 計画

820

337

821

358

1,585
1,296

283 190

554
265

393

407

810

256

720

164

619

289

860

393

ha 当 た り 営 農 経 費

機械経費

労働費

４）営農経費節減効果のうちの区画整理に係る省力化効果

◎区画整理により作業の効率化が図られ、労働時間や機械経費が節減される効果。

※ 年効果額 264百万円：（現況ha当たり営農経費－計画ha当たり営農経費）×効果発生面積

(千円/ha)

さとうきび ばれいしょ さといも ローズグラス

1,213

744

1,631

2,305

1,414

614

1,460

658

県営畑総畦布地区 区画整理後の中型農業機械の導入

トラクター ハーベスタ ばれいしょ掘取機

33

青刈りとうもろこし

479

902

※ 区画整理の他に、畑地かんがい（218百万円）、耕土流出防止（172百万円）が見込まれる。年効果額（合計）：654百万円
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（４）費用対効果分析の結果

◎単収、単価、その他諸係数を現時点に置き換えて試算した場合の投資効率

◆ 妥当投資額（Benefit） 75,672百万円

◆ 総事業費（Cost） 71,296百万円

◆ 投資効率（B/C） 1.06

※妥当投資額、総事業費には関連事業を含む。

34

年総効果額
妥当投資額＝ －廃用損失額

還元率×(1＋建設利息率)

3,911,070千円
＝ －123,621千円

0.0516

＝ 75,672百万円

年総効果額（合計）： 3,911百万円

作物生産効果： 2,964百万円
品質向上効果： 90 〃
営農経費節減効果： 654 〃
維持管理費節減効果： △86 〃
更新効果： 10 〃
公共施設保全効果： 24 〃
地域用水効果： 18 〃
地籍確定効果： 1 〃
水辺環境整備効果： 30 〃
国産農産物安定供給効果：206 〃
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８．環境との調和への配慮

◎本事業は、関係町の田園環境整備マスタープランにおける環境保全の方向性を踏まえ、
「国営沖永良部地区農業水利事業における環境配慮計画」を策定。

◎また、当該計画に基づくことを基本としつつ、有識者で構成する「沖永良部地区環境配
慮検討委員会」を設置し、その助言を得ながら環境との調和に配慮した取組を実施。

35

（１）環境配慮の基本理念と実施体制

昇竜洞 田皆岬 珊瑚礁

【沖永良部島の主な自然、景観、歴史、文化】

湧水群の石垣 ジッキョヌホー 上平川大蛇踊り
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①自然環境の保全

36
（２）環境配慮の取組み

1）水辺環境の保全・再生
◎二級河川余多川の下流部には、原生林的な河畔林が存在し、生物、植物に好ましい水辺環境を形成

していることから、余多川横断部工事での河川復旧においては、生態系及び景観に配慮した護岸・
河床づくりを実施。

2）工事施工段階における配慮
◎余多川横断部の止水壁建設工事では、保全対象種であるキバラヨシノボリの産卵・稚魚期及び

ボウズハゼの稚魚・遡上期を回避して工事を実施。また、施工中の赤土等流出防止対策を実施。

赤土流出防止対策
（借地している各ほ場の周囲を畦畔で囲み、低位部に沈砂池を設置）

余多川の護岸整備（石灰岩）

保全対象種

キバラヨシノボリ
環境省RL

絶滅危惧ⅠB類

ボウズハゼ
余多川の在来種

施工中の余多川仮回し水路
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②景観との調和

37

◎吐水槽及びファームポンドの整備に際して、自然景観との調和や生物の生育環境への配慮を行う
ため、ビオトープを形成しているブッシュ及び広葉樹林を回避。

◎用水路は、既設道路下に埋設することにより緑地環境を保全。
◎揚水機場及び集水井の建屋について、周囲の畑地の景観に配慮した外壁等の素材や色を選定。

③歴史・文化の保全（埋蔵文化財の保全）

◎地下ダム軸は、埋蔵文化財の石原遺跡等を回避。

石原遺跡

パイプラインの道路下埋設

3）余多川モニタリング調査
◎余多川に生息する保全対象種のキバラヨシノボリの生息状況について、施工前から施工後を

通じてモニタリング調査を実施。

専門家の同行による
モニタリング調査状況

越山ファームポンド 揚水機場 集水井

工事前に個体
の移設を実施
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９．事業コスト縮減等の可能性

（１）建設汚泥の処理方法の見直しによるコスト縮減

泥土ピットにより固化処理

固化後に仮置ヤードに搬出、その後、道路路床、路体として流用

建設汚泥運搬

泥土ピット

固化後に仮置ヤードに搬出、その後、道路路床、路体として流用

プラント型安定処理機に汚泥を投入し、特殊固化材等の添加・混合を行い

処理する。

建設汚泥運搬 水槽等により受け入れ

従来工法 新工法

◎止水壁の造成工事で発生する建設汚泥の処理方法について、従来工法のプラント型安定処理機
を設置し、固化材等を添加・混合して処理する方法から、現地の一部を掘り下げて泥土ピット
（コンクリート張りのボックス）を造成し、泥土ピット内で建設汚泥を自然乾燥で硬化させる
処理方法に変更することでコスト縮減を図った。
（縮減額の試算：約５億円（直接工事費））

38
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（２）施工機械の規格見直しによるコスト縮減

39

◎止水壁の造成に使用するSMW機の減速機の規格について、試験施工等による実績を踏まえ、
200馬力からより高規格の240馬力に変更することで、作業にかかる時間を短縮し、コスト
縮減を図った。
（縮減額の試算：約６.８億円（直接工事費））

（単位：円）

200馬力 240馬力
2,967 275,298 238,889

2,967 601,045 485,090

2,966 1,054,960 977,564

作業時間の縮減（１ｍ当たり）
200馬力 240馬力 縮減時間
3.72分/m 2.90分/m 0.82分/m
3.61分/m 2.00分/m 1.61分/m
5.92分/m 4.20分/m 1.72分/m
2.95分/m 2.10分/m 0.85分/m
6.18分/m 5.20分/m 0.98分/m

削孔（石灰岩部）
削孔（基盤部）
削孔（石灰岩部）
削孔（基盤部）

先行削孔

三軸削孔

ケーシング削孔 削孔（石灰岩部）
工　　種 作業項目

ケーシング削孔
先行削孔
三軸削孔

1本当たり単価

1,439,262,030

2,899,454,824

金額
200馬力 240馬力

合　計　（千円） 5,729,121 5,047,501 681,621

全体
本数

工　種

108,025,503

344,038,485

229,556,536

コスト縮減額
（差額）

816,809,166

1,783,300,515

3,129,011,360

708,783,663

減速機

使用したSMW機（9工区）

コスト縮減額は、以下の条件にて算定（労務単価等はR4.4月にて算定）
　　作業床標高　：　全工区の平均作業床標高　EL.30m（全ダム平均）
　　ダム天端標高：　EL.19.0m
　　作業床標高から根入れ深度までの平均施工延長：　45.3m（全ダム平均）
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（３）現場発生材の利用によるコスト縮減

◎揚水機場敷地の擁壁構造を空積ブロックから、現場発生材を再利用する石積に変更する
ことにより、コスト縮減を図った。
（縮減額の試算：約650万円（直接工事費））

石積

（現場発生材）
ブロック積

従来工法 新工法

40

現場発生材を再利用して石積を造成した余多揚水機場
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